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1. はじめに

(その1)では中規模ビルにおける建築設備の保全頻

度、保全費、エネルギー消費量について調べた。その
結果、建築設備の保全は予防保全ではなく、事後保全

で対応しており、全体として点検、保全を行わない傾

向がわかった。
(その 2)では、各設備システムの経済寿命と、社会

的意見を取り入れるアンケート調査によって予測し

た更新時期の比較を行い、建築設備の更新時期の予
測手法の検討を行うことを目的とする。

2.建築設備システムの更新時期予測手法
2-1経済寿命の算出方法

ここで用いた経済寿命算出式は、一般的には経済性指

標として用いられているLCC平均年価式である。経済寿
命はLCC平均年価Ｍ(ｎ)の最小となる年数nのことであ

り、稼動費の平均年価と初期投資額の平均年価の和に金

利を掛け合わせたもので表される。

中規模ビルにおける建築設備システムの更新
時期予測手法に関する研究(その2)
　建築設備、デルファイ法、更新時期予測
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α 年 ： 法 定 耐 用 年 数  
β 年 ： 更 新 年 数  
C 0   ： 初 期 コ ス ト  
a, b  ： 累 積 保 全 費 予 測 曲 線 係

 

累積関数の 係数 a,b か ら、 累 積 保 全 費 予 測 曲 線 f ( t ) = C0× a× t ｂを作 成。  
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α ,β ,A,B を 用い て、累 積 保 全 費 予 測 曲 線
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図1　累積保全費予測曲線算出手法

Co ：382,399,000

E＝ 244784x1.7757

R＝ 20000000x0.8942

経済寿命：21 年

Co1：100,430,600
Co2：128,000,000

E＝ 367176x1.7757

R＝ 6000000x0.9574

経済寿命：25 年

Co ：161,446,856

E＝ 244784x1.7757

R＝ 4000000x1.0674

経済寿命：17 年

Co ：417,860,000

E＝ 1000000x1.7757

R＝ 5000000x1.1663

経済寿命：15 年

3.建築設備の更新時期の予測

3-1デルファイ法

社会的な問題や意見を含めた更新時期を予測すること
を目的とするため、ここではデルファイ法を用いて予測

を行った。デルファイ法とは、技術予測に用いられる手

法であり、広範囲にわたる諸技術事象の変化を、相当期
間にわたって推測する方法としてほとんど唯一のものと

される一種の意見収斂アンケートである。

アンケート内容
質問内容：空調設備、給水設備、排水設備の次回のシス

　　　　　テム更新時期について。

実施時期：1 回目、2002年 12月、2回目、2003年 1月
回答者：所有者1名、設備管理者3名、設備設計者4名、

　　　設備診断士3名、設備研究者2名

図3　Ｂビルの経済寿命

図2　Ａビルの経済寿命

図4　Cビルの経済寿命

図5　Ｄビルの経済寿命

2-2 空調設備の経済寿命
LCC平均年価式を用いて、経済寿命を算出した結果、4

棟の寿命が以下のようになった。Bビルに関しては、2001

年に設備増設を行っている為、その設置コストを加えて
いる。その際の金利は0.5％としている。

金利は、この当時の公定歩合を参考にして 7%とし
た。稼動費は保全費と光熱費の和であり、光熱費(R)

はエネルギー消費量に単価を掛け合わせ、累乗近似

を行い予測する。保全費(E)は入手した設備保全費
データを単純累乗近似を行うだけでは、耐用年数以

後の保全費増加率の急激な変化に対応できない。そ

のため、メーカー発表の耐用年数以後は、保全費は２
倍になると設定し、図１に示す手法を用いて累積保

全費予測曲線を算出する事にした。
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3-2デルファイ法の結果

空調システム

セントラル方式を採用しているビルの意見には、テナ
ント誘致の観点から個別方式への変更を薦める意見が多

くなっていた。また、今後のシステム更新を考慮して、す

べての機器の交換時期をそろえるように部分更新を行う
必要を指摘する意見も目立った。

給水システム
受水槽に躯体を使用しているＡ , Ｂビルで更新時

期が早くなっている。要求性能の上昇があまりない

給水システムでは、衛生面の考慮が大切になってお
り、法的な問題を重視していることがわかる。

排水システム

建物の違いによる更新時期の差はなかった。

図6　空調システムの更新時期

図7　給水システムの更新時期

図8　排水システムの更新時期
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表1　デルファイ法結果による更新時期
Aビル Bビル Cビル Dビル

空調 20年 23年 19年 18年
給水 17年 17年 20年 22年
排水 20年 17年 18年 19年

図9　デルファイ法と経済寿命の関係
4-2 更新時期予測式の検証
2002年現在、空調システム(設置20年)の更新を行っ

ているEビルを用いて、補正式の検証を行った。Eビルは

港区にある一般的な中規模オフィスビル(1982年竣工、
25,086㎡)で経済寿命は18年。Eビルの更新時期は予測

式より19.29年となり、実際との誤差は3.4％という結

果になった。このことから、この補正式は空調設備シス
テムの更新時期を予測するのに有効であるといえる。

5まとめ
①デルファイ法を用いることにより、社会的意見をふ

まえた建築設備の更新時期を予測することができる。②

デルファイ法の結果をもとに、経済寿命に補正を加える
ことで、より適切な更新時期を予測することができる。

今後はより詳細な調査を行うことにより、更新時期算

定手法の精度を上げていくことが重要になってくる。
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4．更新時期予測式

4-1 更新時期予測式の作成
本研究においては、デルファイ法の結果を経済性や社

会的劣化などの社会的更新要因を含んだ最も妥当な更新

時期であるとするため、デルファイ結果をもとに経済寿
命に補正を加え、更新時期予測式を作成する。

デルファイ結果と経済寿命の関係を近似式で表した。

その結果、y=0.4746x + 10.746（相関係数：0.9492）と
いう式が算出された。この近似式を用いることによって、

経済寿命に社会的意見を含めた補正を行うことができ、

より正確な更新時期を算出することができる。

* 早稲田大学理工学部建築学科助手
** 東京ガス（株）
*** 早稲田大学教授・工博

* Resarch Associate Waseda Univ.
** Tokyo Gas Co.,Ltd
*** Prof.Waseda Univ.Dr.Eng.


